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はじめに

　21世紀に入って，各国の科学技術政策は「科学振興
のための政策」から「政策のための科学」に地平を大
きく広げている。気候変動，大規模災害，健康，資源
エネルギー，都市，格差の拡大など内外の課題解決の
ために科学的知識をどう活用するか。こうした考え方
は，今年から検討が始まる第 6期科学技術基本計画で
重要になることが予想される。新しい知識の生産だけ
でなく，社会課題解決に向けて科学技術の知識と経験
を構造化し政策形成のためにデザインする知識マネジ
メントが必須になる。国連 SDGsへの対応はその典型
になると見ている。
　そのためには過去数百年にわたって築かれてきた科
学技術の価値感や方法，学会のあり方や支援制度を大
きく見直す必要があるだろう。そして，異なる価値観
と行動規範をもつ科学技術と政治の間をどう架橋する
か，そのインターフェースの強化が重要になる。
　本稿では，筆者が最近参加した，科学助言国際ネッ
トワーク世界大会とプラスチック海洋汚染に関するG7

科学助言者会合を例に，新しい動向を考えてみたい。

「政府への科学助言に関する国際ネットワーク（INGSA）」 
世界大会の東京開催

　昨年 11月，INGSA第 3回世界大会が「変化する世
界に対する科学助言」をテーマに，50カ国 180人の海
外参加者を含む 280人が参加して 4日間東京で開催さ
れた 1）。ニュージーランド元首相，ルワンダ教育大臣ら
の基調講演の後に，科学者，技術者，企業人，政策決
定者，外交官，NGOなど多様な人々が参加して，社
会と技術の急激な変化と科学技術と政治のインターフ
ェース，SDGsと科学技術外交，人工知能等の革新技
術と人間，ビッグデータと政策形成，災害と科学助言，
持続可能な都市などのセッションが行われた。次回は
2020年にカナダで開催される。
　筆者は大会の事務局長を務めたが，新しい分野だけ

に科学技術と政治を繋ぐ方法や基盤となるシンクタン
ク機能，人材などはどの国も不足しており，今後の方
向として，それぞれの知識や経験を共有し共通の方法
を作り上げていくことになった。SDGsについては，地
域，経験や文化などの差異を認めた上で，目標達成に
向けて科学的知見を基にローカル，ナショナル，グロ
ーバルな課題解決に挑戦しようという強い意志が示さ
れた。内外のヤングアカデミーや学生たちがこの活動
に関心を高め，記録取りや会議運営に熱心に参加して
くれた。

プラスチック海洋汚染とG7科学技術助言者会合

　近年，海洋に浮遊する大量のプラスチックごみと被
害を受けた海岸や生物の衝撃的な映像が，マスコミに
取り上げられ内外で社会問題化している。昨年のカナ
ダでの G7サミットや今年 5月の G20サミットでも首
脳レベルの大きな政治課題になっている。
　今年 2月米国ワシントンでこの問題について，G7各
国首脳の科学技術助言者の会合が，カナダと EUの主
催で開催され，筆者はこれに参加した 2）。十分なデータ
や科学的根拠がないままに国際政治問題化したこの課
題を，エビデンスに基づいて市民，政治家，産業界，
学界，官界の間で冷静な議論を行い，より良い政策決
定をするために，まず，助言者の間で情報共有とネッ
トワークを強化しようという目的であった。
　この会合のプロセスは，今後の様々な地球規模課題
について，課題の設定からデータの収集，分析，知識
の構造化，政策決定への知識の総合とデザイン，オプ
ション作り，そして政策決定者への助言メカニズムに
ついて，貴重な示唆を与えてくれる。

課題の設定と知識の構造化プロセス

　会合ではまず，EUから議論の基礎となるレポート
が紹介された。「欧州アカデミーによる政策のための
科学的助言（SAPEA）グループ」が専門家 25名の協力

地球課題解決に向けた科学技術と政治のインターフェースの強化
―科学助言国際ネットワークとプラスチック海洋汚染の事例に見る―
●
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を得て，今年 1月に公表した，「自然および社会におけ
るマイクロプラスチックに関する科学的展望」 3）であ
る。これは汚染の現状について，社会科学，人文学を
含めて科学論文，書籍，技術レポートなど約 4000件を
収集し問題別に俯瞰している。次にこれらを読み込ん
で，①科学的に分かっていること，②部分的に分かっ
ていること，③分かっていないことの 3つのカテゴリ
ーに分けて構造化している。
　こうした俯瞰構造化は，プラスチック問題だけでな
く今後の地球規模問題解決に当たって，多様な関与者
が自らの役割と今後の方向を考え行動する上で共通の
基盤となり，社会と政治と科学技術の間の境界に橋を
架け，冷静な対話と政策決定を行うための重要な方法
になると考える。

現実的対応と将来への視点

　会合ではさらに，今後の研究と政策と行動の優先課
題について議論があった。環境中のプラスチックの網
羅的モニタリング，環境影響評価，人体に与えるリス
ク分析，ヒトの意識改革や行動変容プログラム，上流
から下流まで全工程を見据えた対応，先進国と途上国
の協力などが挙がった。科学的視点に加えて，プラス
チックが社会にもたらしてきた大きな貢献と各国の事
情に配慮して，完全規制やゼロ・エミッションのよう
な対策でなく，有用性を踏まえた現実的な問題解決の
あり方や技術開発を指向すべきとの指摘があった。こ
れは，科学技術助言者のコミュニティーならではの見
識と思う。
　筆者には，EUがこの会合をリードした背景に，プ
ラスチック分野の産業政策，国際標準作りをリードす
る狙いがあるようにみえた。会合の最後に，EUの科
学技術政策総局長は，2021年から始まる EUの新しい
科学技術イノベーション政策“Horizon Europe”で，ス
マートシティー，健康などととも，プラスチック問題
を大きな柱にすると言明した。我が国も，社会経済に
大きなインパクトを及ぼすこの問題に，産学官が一体
となって戦略的に取り組むべきと考える。

知識マネジメントと知的対話の方法

　地球規模問題の解決へ向けて科学技術と政治の連携
は必須であるが，こうした複雑で長期的な問題に対し
て，科学者と政治家が価値観やスピード，言葉の違い
を認識し互いに尊重信頼し，市民も参加して協働して
（Co-design）政策を作る時代を迎えている 4）。政策決定
に当たっては，科学的根拠に加えて，政治や国際情勢，

社会経済情勢，国益と国際協調への配慮も重要にな
る。INGSA大会で議論されたが，科学技術と社会と政
治のインターフェースのメカニズムには，いまだ世界
標準や教科書があるわけでなく，間に立つ助言者の個
人的力量と人脈に負うところが多い。筆者が良く知る
INGSAのリーダーの 1人は，自分は科学者だが，政治
のリーダーと政策について対話する際には，時に“art-
ist”になると語ったことがある 5）。

おわりに

　21世紀の地球規模問題の解決に，我が国の科学技術
界が取り組むにあたって，国益と公益の視点から，標
準やガイドラインなどの国際的ルール作りや，産学パ
ートナーシップやファンド，投資戦略などのグローバ
ルな制度，ネットワーク作りに積極的に参加すること
が極めて重要になる。我が国では今までこうした活動
や人材は，往々にして組織や制度の狭間で十分な評価
がされなかった。産学官が組織の壁を越え一体となっ
て，科学技術的な根拠と実績作り，人材の育成に取り
組むことが必須である。特に新たに浮上したプラスチ
ック問題では，日本化学会がリーダーシップを取るこ
とを期待したい。
　昨年秋，福井謙一博士生誕百年記念メモリアルシン
ポジウムが開催された。白川英樹先生が基調講演で，
プラスチック研究に捧げられた一生を振り返り，最近
のプラスチック汚染問題の深刻さに言及された。その
中で，福井先生のノーベル賞受賞式でのショートスピ
ーチ「科学の研究の応用において何が善で，そして―
もしもあるとすれば―何が悪であるかを最もよく見分
けるのは，科学の先端的な領域に働く最も優れた科学
者たちです」を引用されて，若い科学者，技術者，学
生たちに先見性と洞察力を涵養することを強調された
のは印象深かった。
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